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【様式 B】 

九州スマート農業技術情報連絡会議資料【福岡県】 

 

１．スマート農業の推進方針及び推進体制等について 

 （１）推進方針や体制について 

〇推進方針と体制 

 令和７年３月に策定された「福岡県ＤＸ戦略(2025-2027)」を踏まえ、農業機械や情報シス

テム等の民間企業、先進農業経営者、大学、試験研究、行政機関など、産学官連携により、

福岡県の農業ＤＸの実現を目指す「福岡県農業ＤＸ推進協議会」において取組を推進。 

 

〇生産方式革新実施計画の策定について 

 隔月で普及指導センターに案件の照会を行い、九州農政局へ共有することで、支援が必要

な生産者に対し確実に支援を行う体制を構築。 

 

（２）今年度の県独自の事業（事業名、予算額、対象品目、事業内容等） 

・農業ＤＸ推進事業 

予 算 額：588,646千円 

事業内容：園芸農業、水田農業に係るスマート農業機械の導入に対する助成。 

・気象データ駆動型果樹生産確立事業 

予 算 額：5,018千円 

  事業内容：気象予測技術を活用した果樹の栽培管理を支援するアプリの開発。 

 

 （３）今年度、県が行っているスマート農業のイベントや研修の実績及び計画（イベント名、研修

名、開催日時、イベント内容等） 

今年度の実施計画 

・イベント名：福岡県農業ＤＸ推進フォーラム 

・開催日時：令和８年１月ごろ 

・内  容：農業者、ＪＡ関係者、県関係者に対し、スマート農業の先進事例や技術等を紹

介。 

 

・研 修 名：農業ＤＸ専門人材育成研修 

・開催日時：令和７年９月～令和８年３月 

・内  容：普及指導員に対し、データを利活用した栽培環境最適化に向けた指導を行うた

めの研修を実施。 

 

・研 修 名：ふくおか農業トップランナーキャリアアップ講座 

・開催日時：令和７年７月～令和８年１月 

・内  容：農業者に対し、経営力強化に必要な知識・技術を習得するための講座を実施。

スマート農業は８講座のうちの２つ。 
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２．実証プロジェクトの成果の活用状況について 

・実証プロジェクト 1-54（AIと IoTを活用した葉菜類大規模経営の実証） 

 生産管理サービスは労務管理や作業効率化を求める法人経営体に、ホウレンソウ調製機・

包装機は労働力削減を求める大規模経営体に導入。 

・実証プロジェクト 2-42（土地利用型大規模経営での実践型スマート農業技術体系の実証） 

 実証農家が講師となり、地域の担い手協議会や県域のセミナーで成果を説明したり、視

察を積極的に受け入れ、普及拡大に向けた活動を行っている。 

 

３．「みどり戦略」達成に向けたスマート農業の推進について 

 （１）事例紹介 

・麦において、ドローンセンシングによって生育量を把握し、ほ場毎に適正な穂揃い期追肥

の量を算出。ほ場ごとに追肥量を変えることで、品質向上と適切施肥に繋げている。 

・イチゴにおいて、CO2の局所適時施技術により CO2施用のムダとムラをなくし、収量向上と

燃料削減に繋げている。また、同様の技術をナス、ガーベラでも活用が可能か現地実証中。 

 

 （２）今後の推進方策 

・上記事例の成果をもとに、福岡県農業ＤＸ推進協議会にて、みどり戦略の達成に向けたス

マート農業の推進方法について検討を行う。 
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【様式 B】 

九州スマート農業技術情報連絡会議資料【佐賀県】 

 
１．スマート農業の推進方針及び推進体制等について 

 （１）推進方針や体制について 

※推進方針や体制について、これまでから変わった点等 
〇令和７年３月に佐賀県スマート農業推進方針を見直した（県 HP に掲載）。 
・現状と課題を修正（令和３年３月時点から）。 
・推進体制について、関係機関がそれぞれの役割を果たしながら、連携・協働することによ

り、生産現場への技術の円滑な普及と定着を促進していくこととした。 
・成果指標を設けた。 
※特定の品目等を対象とした推進方針等 
〇特になし 
※スマート農業技術活用促進法に基づく「生産方式革新実施計画」の策定に向けた県の考え

方等 
〇可能な範囲でしっかり協力していきたい。 
※既存の資料があれば添付 
〇佐賀県スマート農業推進方針（PDF）を添付します。 
 

 
（２）今年度の県独自の事業（事業名、予算額、対象品目、事業内容等） 

（１）さがの稼げる水田農業推進事業（４２，９３８千円） 
   ・概要 省力化・低コスト化のための革新技術の導入等に必要な機械・施設の整備、並

びに消費者等が求める売れる米・麦・大豆づくりに取り組む農業者の組織する

団体等を支援する。 
   ・具体的な支援内容 ※スマート農機関係 

補助対象：自動操舵システム、ロボット田植機、ドローン 
補 助 率：県１／３以内、市町１／１０以上 

（中山間地域の農作業受託組織等に対しては、県１／２以内、市

町１／１０以上） 
（２）園芸８８８調査研究事業（９，５４４千円） 
   ・概要 きゅうりの大規模栽培に適した環境制御技術の開発や環境データ自動解析シ

ステムの開発と運用人材の育成を行う。 
（３）さが園芸８８８整備支援事業（１,８８５,１３５千円） 
   ・概要 収量・品質の向上や低コスト化、規模拡大などに必要な施設・機械等の整備

に取り組む農業者等を支援する。 
    ・具体的な支援内容 ※スマート農機関係 

補助対象：ドローンなどの省力化機械・装置等 
補 助 率：県１／２以内。 
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（４）ハウス内環境「見える化」促進事業（７，２００千円） 
  ・概要 ICT 機器を導入してハウス内環境を「見える化」し、その環境データを活用

して収量向上に取り組む農業者を支援する。 
  ・具体的な支援内容 

補助対象：①研修会開催費、外部講師招聘にかかる経費、データの収集・分析

費など 
②ハウス内環境測定機器の購入費等 

      補 助 率：①５０万円／事業実施主体を上限 
②２０万円／受益農家を上限 

 
 

 
 （３）今年度、県が行っているスマート農業のイベントや研修の実績及び計画（イベント名、研修

名、開催日時、イベント内容等） 

（１）カンキツ栽培におけるスマート農業技術研修会（R7.5.20） 
【参集範囲】生産者、JA、市町、県、西日本農研センター、関連企業など 
【目的】今後産地を担うカンキツ農家や高齢者の生産者でも導入できる高品質化及び省

力化の方法について学び、所得向上や産地の活性化につなげる。 
【内容】ドローンを活用した園地測量技術について（座学） 

      スマート農業機械の展示・実演 など 
（２）令和７年度ドローン研修（未定） 

【参集範囲】県の試験研究機関、関係課、農業技術防除センター、農業振興センター 
【目的】ドローンに関する法律や飛行原理等を理解するとともに、実際にドローンを飛

行させる操作技術を習得する。 
【内容】ドローンに関する法律や飛行原理等に関する講義 
    シミュレーションソフトを使用した模擬飛行、実機操縦 

（３）令和７年度スマート農業研修（未定） 
【参集範囲】県の試験研究機関、関係課、農業技術防除センター、農業振興センター 
【目的】スマート農機の開発状況を把握し、現場で活用できる技術か見極める能力を身

に着ける。 
【内容】検討中 

 
 

 
２．実証プロジェクトの成果の活用状況について 

（１）R 元年度：九州北部 2 年 4 作(稲・麦・大豆・麦)大規模水田スマート一貫体系の実証

〔(有) アグリベースにいやま〕 
 自動運転田植機や自動運転トラクタの実証を行ったところ、省力化や時短効果といっ

たメリットは見られたが、価格が高く、総合的な判断から、現場では横展開されていな

い。 
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（２）匠の技伝承実証事業（実証プロジェクト以外の事例） 
 キュウリの熟練農家の経験や勘に基づく技術を動画や画像、テキストなどで見える化

し、それをもとに学習するシステムを開発した。新規就農者が同システムで繰り返し学

習したことで、短期間での技術習得と就農後数年で地域平均を上回る高収量を達成し

た。 
 学習システムは 、主にトレーニングファーム（新規就農者の研修施設）の研修生が

使用していたが、現在は、部会の研修会などでも活用され、県内各地のキュウリ農家の

技術力向上のために横展開している。 
 

 
３．「みどり戦略」達成に向けたスマート農業の推進について 

 （１）事例紹介 

（１）肉用牛経営における堆肥化作業低減技術の開発 
堆肥の温度データから送風量を自動制御し、堆肥を好気発酵に適した温度に保つ装置

やシステムを開発した。これにより、良質堆肥の製造が省力化され、有機肥料の製造量及

び使用量の増加が期待される。 
（２）大規模茶園管理を可能とするスマート複合管理機の実証 

自動走行や自動作業記録機能を有するスマート複合管理機の実証をしている。機械の

導入により作業時間が短縮され、CO₂排出量の削減も期待される。 
（３）水稲の両正条疎植栽培による有機栽培技術の実証 

GNSS による位置制御が可能な田植機を用いて、両正条植えを行い、直交除草による

除草効果を高める技術と病害虫抵抗性品種を組み合わせた研究に取り組んでいる。除草

作業の省力化や病害虫被害回避により、有機農業の取組面積の拡大が期待される。 
（４）露地みかんの根域制限栽培におけるドローン防除技術の実証 

露地みかんの根域制限栽培において、ドローンを用いた防除により、慣行の手散布と同

程度の防除効果が得られるとともに作業時間を 7 割程度削減できることを実証した。こ

れにより病害虫防除の負担軽減につながることが期待される。 
 

 
 （２）今後の推進方策 

令和７年３月に改正した「佐賀県スマート農業推進方針」では、本県で核となる取組をま

とめている。引き続き、こうした取組に係る肥料・農薬の削減や農作業の効率化などを含め

たスマート農業の試験研究開発、実証、現場実装について、開発段階の技術については試験

研究機関が民間企業と連携して開発・改良に取り組むとともに、実証段階の技術については

現場普及を見据えて、試験研究機関や農業振興センターなどがＪＡや農業者等と連携しなが

ら、その導入効果や費用対効果の検証などの十分な見極めを行いながら導入を推進してい

く。 
 

 

5



 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

佐賀県スマート農業推進方針 
 

令和 7 年３月 

佐賀県農政企画課 

−ver.2.0− 

6



 
 

 
 
 
 

目 次 

 

1 方針の策定に当たって ・・・・・・・・・・・・１ 

2 佐賀県の農業の現状と課題 ・・・・・・・・・・２ 

3 推進方策 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・３ 

4 目指す将来像 ・・・・・・・・・・・・・・・・４ 

5 本県においてスマート農業推進の核となる取組 ・５ 

6 推進に当たっての留意事項 ・・・・・・・・・・16 

7 スマート農業技術関連情報 ・・・・・・・・・・17 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

7



 
 

1 方針の策定に当たって 

1-1 策定の趣旨 
本県農業を取り巻く情勢は、少子高齢化に伴う農業従事者の減少や労働力不

足の進行、不安定化する国際情勢による生産資材価格の高騰など厳しさを増し
ています。 

同じような状況に置かれている製造業などでは、人手不足や生産性向上の対
応として、ロボット、AI、IoT 等の先端技術の活用した DX に取り組まれてお
り、農業の生産現場においても、これらの先端技術を活用したスマート農業技術
の開発や生産現場への導入及びそれに適した基盤整備などに取り組み、農業の
生産性向上を図っていくことが重要です。 

こうしたことから、本県では、令和 3 年 3 月に佐賀県スマート農業推進方針
を策定するとともに、土地利用型作物の大規模化とそれに対応した機械化体系
の構築や、キュウリ農家の熟練技術を伝承する学習システムの開発などに取り
組んできました。一方で、先端技術の発展は日進月歩で進化しており、スマート
農業技術の開発状況も日々変化していることから、それらの情勢の変化に的確
に対応するため、取組内容も見直していく必要があります。 

そこで、本県におけるスマート農業をさらに進めていくため、目指す将来像や
必要な取組を改めて整理するとともに、核となる試験研究を新たに講じるなど、
スマート農業推進方針を見直しました。 

 
1-2 本方針の位置づけ 

本方針は、「佐賀県『食』と『農』の振興計画 2023」に掲げる「スマート農業
の推進」の取組を着実に進めるために策定するものです。なお、技術開発の進展
など情勢に変化が生じた場合は必要に応じて、適宜、見直しを行うこととします。 

 
1-3 本方針の期間 

「佐賀県『食』と『農』の振興計画 2023」の最終目標が設定されている令和
14（2032）年度までとします。 

-1-
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2 佐賀県の農業の現状と課題 

（１）農業所得の伸び悩み 

規模拡大や法人化が進み、販売額が１千万円以上の農家の割合は増えている
ものの、世界情勢の急激な変化に伴う生産資材価格の高騰や気候変動により頻
発する気象災害などの影響で農業所得は伸び悩んでおり、農業経営は厳しい状
況となっています。 
 
（２）農業従事者の高齢化や減少 

基幹的農業従事者数は、令和２年は 19,015 人となっており、10 年前と比較し
て 3 割以上も減少しています。今後はさらに担い手の急速な減少が進む見込み
であり、産地の維持や農地・農業用施設の適切な保全・管理等が課題となってい
ます。 
 
（３）労働力不足 
 少子高齢化等の影響により生産年齢人口が減少しています。有効求人倍率は、
一時期よりは落ち着いたものの、多くの業種で 1.0 倍を超えており、労働力不足
は依然として深刻な問題となっています。 
 
（４）スマート農業技術の普及状況 
 水田農業を中心に農業用ドローンや自動操舵装置の導入が進んでいますが、
露地野菜や果樹ではまだ導入が進んでいません。また、施設園芸では統合環境制
御技術に対応したハウスの整備が進んでいますが、統合環境制御技術を指導す
る人材の育成が必要です。 
 

（１）〜（４）の状況に対応しつつ、生産性を向上させ、本県の基幹産業であ
る農業を「稼ぐ農業」へと発展させていくために、スマート農業技術の普及・拡
大を推進します。 
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３ 推進方策 

3-1 推進の考え方 
スマート農業技術は、開発段階のものから、既に普及段階に進行しているもの

まで多岐にわたることから、各技術の開発状況に応じ、推進を図っていく必要が
あります。開発段階の技術については必要に応じて試験研究機関が民間企業と
連携して開発・改良等に取り組むとともに、実証段階の技術については現場普及
を見据えて試験研究機関や農業振興センターが市町や JA、農業者等と連携しな
がら導入効果や費用対効果等の検証を実施していきます。こうした取組を通し
て、県内普及が見込めるものについては導入を推進していきます。 
 
3-2 推進体制 

本計画の推進に当たっては、関係機関がそれぞれの役割を果たしながら、連
携・協働することにより、生産現場への技術の円滑な普及と定着を促進します。 
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４ 目指す将来像 

スマート農業技術で、かしこく“稼ぐ農業”を実現しよう！ 

佐賀県では、農業をめぐる課題解決に向けスマート農業技術の普及・拡大に取
り組むことで、①自動作業ロボットやドローン等による農作業の軽労化・自動化
を進め労働力不足を改善、②データ駆動型農業が広く普及することにより収量・
品質が向上し、県内各地で「稼ぐ農業」が確立、③スマート農業を推進するため
の技術を習得し、農家に指導できる技術者が増加している将来を目指します。 
 
4-1 目指す将来像の実現のために必要な取組 
（1）労働力不足の改善 

①農作業の軽労化・自動化 
・ 主要品目における自動収穫技術等の普及に向けた実証試験の実施 
・ 大規模経営体における生育の自動診断など営農支援システムの導入推

進 
・ 大規模経営を可能にする効率的な栽培システムの確立 
・ 露地野菜や果樹におけるドローン防除の導入推進 
・ 畜産におけるカメラ等を活用した発情・分娩検知システムの導入推進 

②誰でも取り組める農業の実現 
・ 栽培管理技術のデジタル化や農作業の軽労化による農業に取り組みや

すい環境づくりの推進 
・ 適期管理（加温、灌水、収穫等）に必要となる施設野菜の生育状況や果

樹の水分ストレス等を的確に把握するセンシング技術の実証及び導入
推進 

・ 土地利用型作物における自動操舵システム等の導入推進 
（2）収量や品質を向上するデータ駆動型農業の推進 

・ 気象データや栽培環境データを解析し、病害虫の発生予測や作物の適期
管理に必要な情報をスマホアプリ等で把握するなど、熟練者でなくとも
高品質な作物を生産可能にするシステムの実証及び導入推進 

・ ハウス内の環境データ解析により収量の最大化を実現するシステムを
活用した自発的な学習グループ(スタディーグループ)の拡大推進 

・ 衛星データ等を活用した可変施肥や栽培管理支援システムの普及拡大 
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（3） スマート農業推進に向けた人材育成 
・土地利用型作物や果樹におけるドローン防除の指導ができる職員の育成 
・施設園芸における統合環境制御技術を指導できる職員の育成 

 
 

4-2 成果指標 
 
 
 

 

 

 

 

５ スマート農業推進の核となる取組 

 本県において、特に力を入れて開発・実証する取組を紹介します。 
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 ６ 推進に当たっての留意事項 

（１）導入目的の明確化 

同じ作業目的のスマート農業機械であっても、メーカーや規格により活用
可能な場面や条件等が異なるため、導入目的を明確にすることが重要です。
導入に当たっては、情報収集に努め、関係機関や専門家等の意見も参考にし
ながら、導入目的に合ったスマート農業技術を提供しているメーカーや規格
を検討する必要があります。 

 
（２）費用対効果の検討 

 スマート農業機械は従来の機械より高額で、運用時にも追加的経費が発生
することが多いことから、導入に係るコスト及びランニングコストと、導入
により削減される労働時間や経営規模拡大・多角化により増加する収入等を
勘案して費用対効果を分析したうえで、導入する必要があります。 

 
（３）通信環境の整備 

スマート農業を導入するためには、衛星測位データを補正するための基地
局やデータの送受信のための情報通信網（インターネット等）が必要なもの
もあります。このような通信環境を必要とするスマート農業技術を導入する
場合には、活用を想定しているエリアをカバーする基地局や情報通信網を整
備する必要があります。 

 
（４）導入効果をさらに高めるための生産基盤整備 

 スマート農業の導入効果を最大限引き出すためには、基盤整備などにより
その技術に適した農地にすることが重要です。自動走行が可能なロボットト
ラクターや ICT を活用した水管理システムなどを導入する際には、農地の大
区画化や勾配修正、ロボット防除機や自動収穫ロボットを導入する際には、
作物の仕立て方や施設整備など、導入するスマート農業に適した生産基盤整
備についても費用対効果を考慮しながら検討する必要があります。 
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７ スマート農業技術関連情報 

・佐賀県のスマート農業に関する取組等の情報 
https://www.pref.saga.lg.jp/kiji003100568/index.html 

・スマート農業に関する政策情報（農林水産省） 
https://www.maff.go.jp/j/kanbo/smart/index.html#h_276819893741717981291139 

・九州農政局管内のスマート農業取組事例（九州農政局） 
 https://www.maff.go.jp/kyusyu/seisan/gizyutu/smart.html#anchor 
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【様式 B】 

九州スマート農業技術情報連絡会議資料【長崎県】 

 

１．スマート農業の推進方針及び推進体制等について 

 （１）推進方針や体制について 

・別添のとおり 

 

 

（２）今年度の県独自の事業（事業名、予算額、対象品目、事業内容等） 

〇ながさきスマート農業普及推進事業（11,065千円）（R6～） 

本県の地域特性にあったスマート農業の推進のため、スマート技術の開発・改良・実証や

推進体制を整備するとともに、人材の育成、農業者への情報発信の強化等に取り組む。 

（１）スマート農業技術導入に向けた人材育成・実施体制の強化 

（２）生産性向上及び持続性と両立した技術等の改良・実証  等 

 

〇空飛ぶ未来を拓くドローンワールドプロジェクト（12,442千円）（R6～） 

農業者の生産環境やライフワークバランスの変革、新分野等でのドローンの活用拡大に向

け、圃場のデータ化やドローン活用技術の改良・実証による現地への実装化を図る。 

（１）農業分野での新たなドローン活用に向けた技術の改良、実証 

（２）ドローン活用拡大に向けた新分野でのデータ化、データ活用技術の確立、実装化 等 

 

〇集落・産地サポート事業（R7新規） 

露地野菜や果樹において病害虫防除適期情報に基づくドローンによる一斉防除の効果や必要

となる作業労力・経費の実証を通じて、産地での一斉防除体制の構築を図る。 

（１）ドローン一斉防除実証 

（２）ＳＮＳを利用した防除適期情報の発信体制整備 等 

 

〇ながさき農業デジタル化促進事業（67,235千円）（～R7） 

（１）次世代デジタル産地づくり整備事業 

① データ駆動型技術導入支援（補助率：１／３以内） 

データ駆動型技術の導入による収量・品質の最大化と働き方の変革（労働生産性向上）

を支援 

② 遠隔・自動化技術導入支援（補助率：１／３以内） 

遠隔管理、自動化技術の導入による作物の最適化、働き方の変革を支援 

 

 （３）今年度、県が行っているスマート農業のイベントや研修の実績及び計画（イベント名、研修

名、開催日時、イベント内容等） 

【R6実績】 

 〇環境制御技術研修会（対象：県機関担当者、各団体等担当者、生産者等） 

  ・日程：７月 

  ・内容：高温対策等について 
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 〇みどり戦略・スマート農業研修会（対象：県機関担当者、各団体等担当者等） 

  ・日程：１０月 

  ・内容：スマート農業実証プロジェクト実績について 

      ドローンの最新動向について 

      光防除（UV-B）について 等 

      ドローン（Agras T-50）の実演 

 

〇県域・各地域での実演会や研修会の開催   

  ・実演会：３３回 

・勉強会・研修会（データ関連以外）：２４回、データ関連：１９３回 

 

 【R7計画】 

〇環境制御技術研修会（対象：県機関担当者、各団体等担当者、生産者等） 

  ・日程：７月 

  ・内容：高温対策等について 

 

 〇みどり戦略・スマート農業研修会（対象：機関担当者、各団体等担当者等） 

  ・日程：１０月 

  ・内容：スマート農業の最新事例等の紹介（予定） 

 

〇県域でのデータ駆動型関連研修会・勉強会の開催   

 

〇各地域での実演会や研修会の開催 

 

２．実証プロジェクトの成果の活用状況について 

〇実証プロジェクト関係 

・実証プロジェクトにて取組を行った技術等について、各産地での現地実証や導入に向けた

検討等を実施。 

・ブロッコリーの出荷予測については、実証プロジェクトと別の圃場管理システムを用いた

取組を検討中。 

・茶において、霜害予測やクワシロカイガラムシ発生予測等に活用している気象観測装置は

現在県央地区のみに設置されているが、今年度に一部を他の県内茶産地に移設予定。 

 

３．「みどり戦略」達成に向けたスマート農業の推進について 

 （１）事例紹介 

・病虫害の発生予察等の情報を基にしたドローンによる一斉防除体制の構築 

・各地域でのラジコン草刈機の実演 

・いちごにおける炭酸ガス局所施用技術及び日射比例かん水技術の実証 

 

 （２）今後の推進方策 

・スマート技術等の開発、改良、実証を通じた現地への普及。 

・生産者及び指導者等の人材育成を通じたスマート農業技術の向上。 
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【様式 B】 

九州スマート農業技術情報連絡会議資料【熊本県】 

 

１．スマート農業の推進方針及び推進体制等について 

 （１）推進方針や体制について 

担い手の減少や高齢化の進展等により、農業の現場では人手不足が切実なものとなっている。

県では、農業の継続的発展には、担い手確保・育成とともに、スマート農業による生産性向上が重

要と考えており、「農作業の効率化」、「収量・品質の向上」、「誰もが実践可能な農業技術」の 3 つ

の視点で、現地実証や試験研究を行い、現地普及を推進している。 

また、スマート農業技術活用促進法に基づく「生産方式革新実施計画」の策定については、作成

を支援できる人材の確保・育成が必要であるため、R7 から新規事業を創設し、研修会等に取り組

んでいく。 

 

 

（２）今年度の県独自の事業（事業名、予算額、対象品目、事業内容等） 

①未来につながる「ゆうべに」産地強化対策事業（予算額 ６，９７０千円） 

・センシング機器活用によるハウス内管理優良事例収集 

・主要な作業の動画マニュアル作成 

②未来型（スマート DX）果樹栽培技術推進事業（予算額 １１，６４８千円） 

・果樹におけるドローンを核とした省力化栽培技術モデルの実証 

・気象データに基づく詳細な病害虫発生予測などの栽培管理アプリのシステム機能強化 

③花き管理ＤＸ推進事業（予算額 ５，１３１千円） 

・ 宿根カスミソウの優良農家の栽培技術「匠の技」の継承を図るため、営農管理システムやセン

シング機器を活用し、管理作業や施設環境等のデータを収集、解析 

・ 適切な栽培環境を数値化し、優良農家の栽培管理技術マニュアルを作成 

⑤スマート農業導入拡大推進事業（予算額 １１，０００千円） 

・ スマート農業技術の開発・利用に向けたマッチング等を実施 

・ 新たな生産方式の導入に向けた人材育成 

・ スマート農業機械の利用体験 

⑥熊本型放牧高度化支援事業（予算額 １３，３８９千円） 

・ 放牧牛の管理業務に係る労働力削減のため、放牧管理用 ICT 機器の導入による省力化の実

証 

・ 放牧牛導入支援 

・ 熊本型放牧（広域放牧、未利用地での放牧、周年放牧）を拡大するための放牧条件整備 
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 （３）今年度、県が行っているスマート農業のイベントや研修の実績及び計画（イベント名、研修

名、開催日時、イベント内容等） 

１ 農業者と企業のマッチングイベント等 

① マッチングイベントの開催 

スマート農業技術の導入が必要な農業者と企業を繋ぐ機会を創出し、各農業現場に対応した

スマート農業技術の開発・技術導入を更に進めるため、マッチングイベントを実施。 

●期日：令和７年８月頃 

●場所：未定 

参集範囲：農業者等 

② スマート農業技術に関する専門家派遣 

スマート農業技術の導入を検討している農業者等に対して、当該技術に関する知見・ノウハウ

等を有する専門家を派遣し、助言や情報提供を実施。 

 ●実施時期：令和７年８月～令和８年２月（予定） 

 ●派遣対象：農業者等 

 

２ スマート農業の普及拡大に向けた人材育成    

  令和６年 10 月に施行されたスマート農業技術活用促進法に係る「生産方式革新実施計画」の

作成支援をすることのできる人材を育成。      

●参集範囲：普及指導員等、JA、市町村職員、指導農業士等 

●研修内容： 

①スマート農業技術活用促進法の概要等 

・生産方式革新実施計画の認定を受けるメリット 

・生産方式革新実施計画の作成方法と留意点 

②スマート農業技術の現状と導入に必要な考え方 

・現在普及が進むスマート農業技術とその特徴 

・スマート農業技術導入のポイント                       

 

２．実証プロジェクトの成果の活用状況について 

なし 

 

３．「みどり戦略」達成に向けたスマート農業の推進について 

 （１）事例紹介 

クリ栽培の省力・軽労化を可能にするスマート農機利用技術の開発 

・クリの病害虫防除作業におけるドローンによる防除技術の確立 

 

 （２）今後の推進方策 

今後も、本県農業を持続的に発展させ、食料の安全保障に貢献していくため、「みどりの食料シ

ステム戦略」と「スマート農業」の両輪で環境にやさしく稼げる農業の実現に取り組んでいく。 
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【様式 B】 

九州スマート農業技術情報連絡会議資料【大分県】 

 

１．スマート農業の推進方針及び推進体制等について 

 （１）推進方針や体制について 

・大分県スマート農林水産業推進方針（R元年策定、R4年改訂） 

・農林水産業スマート技術研究会（R3年設置） 

 

「生産方式革新実施計画」 

・大分県内の認定数０件。引き続き推進を行う。 

 

 

（２）今年度の県独自の事業（事業名、予算額、対象品目、事業内容等） 

事業名：スマート農林水産業普及高度化支援事業〔69,985千円〕 

予算額：69,985千円 

事業内容 

 〇スマート技術導入への支援（予算：20,000千円） 

  （補助率：1/2、対象機器：直進アシスト装置、自動草刈ロボット、環境制御装置） 

 〇スマート農林水産業アドバイザー制度 

  （ICT専門家や最先端農家を派遣し、迅速な現地実装を支援） 

 〇農業 DX人材の育成 

  （オンラインセミナーで生産者・JA・普及等の関係者全体のレベルアップを図る） 

 〇スマート技術の実装による大規模モデル経営体の育成 

  （夏秋ピーマンにおけるモニタリング装置活用、果樹の自動除草ロボットの実証） 

 〇スマート新技術の研究開発 

  （画像解析技術を活用した技術開発、工場排出 CO2の効率的な活用等） 

                                 等 

 

 （３）今年度、県が行っているスマート農業のイベントや研修の実績及び計画（イベント名、研修

名、開催日時、イベント内容等） 

スマート農機実演会・フォーラム（イベント名未定）…R7年冬期を予定 

 

 

２．実証プロジェクトの成果の活用状況について 

ドローン防除の横展開の加速 

・露地野菜等の研修会・実演会での周知によりサービス事業体の利用者が拡大 

・新たな品目へ拡大（白ネギ、かんしょ等） 

・農家間での口コミの効果が大きい 
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３．「みどり戦略」達成に向けたスマート農業の推進について 

 （１）事例紹介 

みどりの食料システム戦略交付金を活用し、有機農業を推進する２市で水稲有機栽培にお

ける抑草対策としてアイガモロボット、１市で水位センサーによる適正な水管理のモニタリ

ング、果樹での自動除草ロボット活用等の実証を R7年度から実施している。 

 

 

 （２）今後の推進方策 

スマート農業技術の現地実装 

農業者・普及指導員等関係者のスマート技術に関する知識と活用精度の向上 

大学や企業、試験場等と連携した新技術開発、早期実装 
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【様式 B】 

九州スマート農業技術情報連絡会議資料【宮崎県】 

 

１．スマート農業の推進方針及び推進体制等について 

 （１）推進方針や体制について 

○ みやざきスマート農業推進方針（令和元年１２月策定）において、本県のスマー
ト農業の導入による将来の農業経営の姿を明らかとするとともに、推進方策を提
示。 

○ また、県では令和４年度から、施設園芸における環境測定データや収量等のデー

タを集積・指導等に活用する「施設園芸データ共有基盤」の構築を進めており、デ
ータを活用した指導の実施に向けて、ＪＡグループと連携した取組を実施。 

○ スマート農業技術活用促進法に基づく「生産方式革新実施計画」については、国

と連携し、情報収集及び策定支援に向けた助言等を実施予定。 

 

（２）今年度の県独自の事業（事業名、予算額、対象品目、事業内容等） 

○ Ｇ７宮崎発ピーマン自動収穫技術活用事業 
（Ｒ７：２４，３８６千円） 

  県内企業が開発を進めるピーマン自動収穫ロボットの早期実装に向け、官民で
構成するコンソーシアムにおいてロボット収穫に適した栽培体系を実証 

 
○ スマート＆グリーンで目指す耕種農業産出額 UP事業のうちスマート＆グリーン
産地育成事業 
（Ｒ７：６，０００千円 補助率１／２以内） 
スマート＆グリーン技術の実装に取り組む産地での、必要な調査・実証活動に要

する経費を支援 
 

○ 未来に繋げる水田農業経営体育成事業のうち水田農業経営体スマート化促進事         

業 
（Ｒ７：３，１１０千円 補助率１／３以内） 
ＰＤＣＡサイクルに基づく水田農業経営体の作業効率化・省力化のための機械導

入を支援 
 

○ 未来へ繋ぐ施設園芸スタイルシフト推進事業のうち生産基盤シフト事業 
（Ｒ７：３４，５０８千円の内数 補助率１／２以内） 
施肥・かん水の適正化や化学肥料・農薬の低減に必要な機器・資材の導入にかか

る経費を支援 
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 （３）今年度、県が行っているスマート農業のイベントや研修の実績及び計画（イベント名、研修

名、開催日時、イベント内容等） 

○ 令和６年度実績 
（１）スマート農業指導者養成研修 
  内容：営農指導員を対象とした、環境測定データ等のデータの見方・分析手法、

植物生理、農家指導手法について理解を深めるための研修 
  参集範囲：普及指導員、JA営農指導員 
  開催日時：令和 6 年 11 月 27 日、12 月 24 日、令和 7 年 1 月 31 日、2 月 19 日

（全 4回） 
 

（２）その他（スマート農機等実演） 
① 大規模露地野菜栽培におけるセンシング技術やデータに基づく栽培改善の実   
 証 
・ ドローンを用いた作物の生育診断等による栽培改善 
・ ＧＰＳレベラーを活用したほ場環境改善 

② ロボットトラクターの並行作業、直進アシストラクターによる作業性の検証 
・ 施肥及びロボットトラクター耕耘の並行作業 
・ 未経験者による直進アシストトラクターでの播種・畝立て 

 ③ ピーマン自動収穫ロボットの実証試験 
  ・ ピーマン自動収穫ロボット導入に向けた課題抽出 

  ・ 自動収穫ロボットの性能にあわせた仕立て方法の改良 
 
○ 令和７年度計画 
（１）スマート農業実施者養成研修 
  内容：新規就農を目指す生産者等を対象に、環境制御技術の導入に必要な、環境

測定データの見方・分析手法などの理解を深めるための研修 
  参集範囲：新規就農を目指す生産者、農業改良普及センターなど 
  開催日時：調整中（全４回） 

 

 

 

  

34



 

２．実証プロジェクトの成果の活用状況について 

○ 自動操舵システム・ロボトラ 

  効果の認知が進んでいることや後付けできる安価な機器もあること等から近年
導入が進んでいる。 

  一方で、ロボットトラクターについては、高価であることやほ場条件から導入が
進まないと考えられるが、大規模経営を行う土地利用型作物等の一部で導入。 

○ ラジコン草刈り機等 

  ラジコン草刈り機については、効果の認知は進みつつあるが、用途が限定される
にも関わらず高価であること等から導入が進まないと考えられる。一方、除草ロボ
ットについては果樹の法人等において導入が進む。 

○ 自動給水栓 

 大規模法人において、遠隔地の水管理を目的に導入。 

○ ドローン 

  大規模経営体を中心に導入が進んでおり、施肥・除草剤散布・病害虫防除を中心
に活用。山間地においては、直播栽培での活用を実施するなど、省力化につながる
取組も展開されている。 

 ※ 基本的には自作のほ場を中心に活用しており、他経営体ほ場での活用は少な
い。 

○GPS レベラー 

 大規模経営体を中心に畦抜き後の均平を図るために導入が増えており、１ほ場当
たりの面積拡大による効率化を図る取組が進んでいる。 

 

 

【参考】スマート農業実証プロジェクト採択状況 
令和元年度 
① (株) ジェイエイフーズみやざき 
・加工業務向け露地野菜における「機械化・分業化一貫体系」ほうれん草モデル
ブラッシュアップ 

（ロボットトラクター、自動操舵システム、ドローン、キャベツ自動収穫機 等） 
② (株) 新福青果 
・多様な人材が集う農業法人経営による全員参加型のスマート農業技術体系(大
規模露地野菜複合経営)の実証 

（ロボットトラクター、直進アシスト付きトラクター、ラジコン草刈機、ドロー
ン 等） 

 
令和２年度  
③ 有限会社太陽ファーム 
・畑地かんがいを利用したスマート農業技術による生育環境制御及び kintone を
活用した生産・加工・物流の一元管理体系の実証 

（ロボットトラクター、自動操舵システム、GPS レベラー、自動畑地潅漑システ
ム 等） 

④ 一般財団法人こゆ地域づくり推進機構 
   ・施設園芸野菜（ピーマン等）における自動収穫機を活用した「生産管理体制の

構築」収穫・栽培管理の実証 
  （ピーマン自動収穫機 等） 
⑤ 高千穂町 
・中山間地域の棚田等を支える農業生産・農業基盤の省力管理技術の実証 

  （自動給水栓、ドローン（播種・施肥・防除）、分娩予測、アシストスーツ 等） 

35



 

３．「みどり戦略」達成に向けたスマート農業の推進について 

 （１）事例紹介 

○ スマート農業技術の早期実装に向けた取組 

 

【作物全般】 

 施設園芸においては、環境測定装置や環境制御装置の導入が進んでおり、作物に最
適な栽培環境の創出に向けた温湿度管理やかん水・施肥管理による、収量・品質の向
上のほか、施肥の最適化により化学肥料の低減にもつながっている。 

 

 露地作物や水田においては、ドローンを活用した防除の効率化による農薬使用量
低減のほか、収量コンバインのデータを活用した可変施肥による水稲の施肥量低減

等の取組が拡大している。また、衛星を活用し生育量の違いを判別し、そのデータを
もとにした、ドローンによる可変施肥技術の実証も行われるなど、先進的な技術実証
が行われている。 

 

 

 

 

 

 

 （２）今後の推進方策 

○ 民間企業や産地等と連携したスマート農業技術の検証・実証 

○ データを活用した栽培技術を指導できる人材の育成（普及指導員） 
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【様式 B】 

九州スマート農業技術情報連絡会議資料【鹿児島県】 

 
１．スマート農業の推進方針及び推進体制等について 

 （１）推進方針や体制について 

 県は平成 31 年３月に【鹿児島県スマート農業推進方針】を策定し，ロボット技術，ICT な

どの先端技術を活用して超省力・高品質生産を実現する新たな農業であるスマート農業の推

進に取り組んできたところ。 
 標記方針に基づき，①農業者の理解促進（研修，実演会の開催），推進に向けた体制づくり

（県内各普及組織に相談窓口の設置，技術者向け研修会の開催），実装に向けた取組展開（新

技術の現地導入に向けた実証活動）に取り組んでいる。 

 令和 7 年度からは，県内 4 地域において基幹作物を対象としたスマート化モデル産地の育

成に向けて，スマート農機の活用による超省力・高生産な作業体系の実証記活動に取り組む。 
 スマート農業技術活用促進法に基づく「生産方式革新実施計画」の策定については，県内

事業者からの相談対応に対して，現地普及組織や関係機関と連携し，計画作成に向けた支援

に取り組んでいるところ。 
 

（２）今年度の県独自の事業（事業名、予算額、対象品目、事業内容等） 

 ・別紙（事業概要資料）で説明 
 

 （３）今年度、県が行っているスマート農業のイベントや研修の実績及び計画（イベント名、研修

名、開催日時、イベント内容等） 

 ・かごしまスマートファーマー育成セミナー（日程，研修内容調整中） 
 ・スマート農業活用指導者育成セミナー（日程，研修内容調整中） 

 
 
２．実証プロジェクトの成果の活用状況について 

 ・施設園芸の環境制御技術における営農支援システムの活用が波及 
（R 元～2 年，環境制御装置の導入件数 265 件） 

 ・牛群管理システムを活用した発情発見の向上 
（R 元～2 年，牛群管理システムの導入件数 180 件） 
 

 ※導入件数は農政普及課等調べによる令和６年度実績 
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３．「みどり戦略」達成に向けたスマート農業の推進について 

 （１）事例紹介 

  露地野菜において二段局所施肥機と自動操舵システムを組み合わせた畝立同時施肥に

より，肥料コストの削減と作業効率の向上が図られた。また，自動操舵による畝立で，以

降の工程（移植，中耕培土）における機械化が図られ作業効率が向上した。 
 
 （２）今後の推進方策 

 ・スマート農業に関する農業者の理解促進やデータを活用し指導する人材育成 
 ・県内におけるスマート農業技術の導入に向けた現地実証及び費用対効果の検証等を通じ

てスマート農業技術の現場実装の推進。 
 ・農業支援サービス事業体の育成及び事業拡大に向けたスマート農業機械等の導入支援  
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＜
対
策
の
ポ

イ
ン
ト
＞

A
I
や
I
C
T
等
の
先
端
技
術
を
活
用
し
て
，
労
働
力
不
足
の
解
消
や
，
超
省
力
・
高
品
質
生
産
等
を
可
能
に
す
る
ス
マ
ー
ト
農
業
を
推
進
す
る
た
め
，
農

業
者
の
理
解

促
進
や
デ
ー
タ
活
用
を
指
導
す
る
人
材
育
成
，
新
技
術
開
発
の
支
援
の
ほ
か
，
地
域
基
幹
作
物
等
に
お
け
る
ス
マ
ー
ト
農
業
活
用
の
実
証

活
動
な
ど
，

現
地
へ
の
実
装
化
を
進
め
る
取
組
を
支
援
す
る
。

＜
政
策
目
標

＞
令
和
９
年
度
ま
で
の
ス
マ
ー
ト
農
業
機
器
の
導
入
件
数
：
4
,
5
0
0
件

※
未
来

創
造
ビ
ジ
ョ
ン
体
系

1
0

農
林
水
産
業
の
「
稼
ぐ
力
」
の
向
上

※
マ
ニ

フ
ェ
ス
ト
項
目

２
「
稼
ぐ
力
」
の
向
上

＜
農
林
水
産
業
の
「
稼
ぐ
力
」
の
向
上
＞

１
０

生
産
性
向
上
に
関
す
る
施
策
（
１
０
－
２
）

■
ス

マ
ー

ト
農

業
導

入
加

速
化

推
進

事
業

【
新

規
】

＜
事
業
イ
メ
ー
ジ
＞

〔
お
問
い
合
わ
せ
先

〕

鹿
児
島
県
農
政
部

経
営
技
術
課

普
及
企
画
係
（
0
9
9
-
2
8
6
-
3
1
4
8
）

＜
事
業
の
内
容

＞

１
目
的
（
必
要
性
，
背
景
）

ス
マ

ー
ト
農

業
の
導
入

を
推

進
す

る
た
め

，
農
業
者

の
理

解
促

進
や
デ

ー
タ

活
用

を
指

導
す
る

人
材
育
成

，
新

技
術

開
発
の

支
援
の
ほ

か
，

地
域

基
幹
作

物
等

に
お
け

る
ス
マ

ー
ト
農
業

活
用

の
実

証
活
動

な
ど
の
取

組
を

支
援

し
ま
す

。
ま

た
，

農
業
支

援
サ
ー
ビ

ス
事

業
体

の
育
成

・
確
保
を

図
る

た
め

，
サ
ー

ビ
ス

の
提
供

に
必
要

な
ス
マ
ー

ト
農

業
機

械
等
の

導
入
を
支

援
し

ま
す

。

２
事
業
主
体

県
，
協
議
会
，
農
業
者
等

３
事
業
内
容

(
1
)
 
農
業
者
の
理
解
促
進

・
か
ご
し
ま
ス
マ
ー
ト
フ
ァ
ー
マ
ー
育
成
セ
ミ
ナ
ー
の
開
催

(
2
)
 
体
制
づ
く
り

・
ス
マ
ー
ト
農
業
活
用
指
導
者
育
成
セ
ミ
ナ
ー
の
開
催

・
か
ご
し
ま
ス
マ
ー
ト
農
業
先
端
技
術
開
発
支
援

等
(
3
)
 
実
装
に
向
け
た
取
組
展
開

・
地
域
基
幹
作
物
等
ス
マ
ー
ト
化
モ
デ
ル
産
地
育
成
実
証
活
動
の
支
援

・
ス
マ
ー
ト
農
業
技
術
の
活
用
に
向
け
た
広
域
的
な
実
証
活
動
の
展
開

・
県
内
各
地
に
お
け
る
実
証
活
動
の
支
援

・
農

業
支

援
サ

ー
ビ
ス

事
業

緊
急

拡
大
支

援
対
策
(
う

ち
３
補

4
9
,
6
15
千

円
)

４
事
業
期
間

令
和
７
～
９
年
度
（
３
か
年
）

＜
事
業
の
流
れ
＞

県
協

議
会

等

(
3
)
の

一
部

協
議

会
，
農
業

者
等

(
1
)
,
(
2
)
,(
3
)
の
一

部
は
県
実

施

ス
マ
ー

ト
農

業
を

各
地

域
で
実

装
経

営
体

の
規

模
に
応

じ
た
ス
マ
ー

ト
機

器
の
導

入
，

農
業

支
援

サ
ー

ビ
ス
事

業
体

の
育

成
・
確

保
を
推

進

①
農
業
者
の
理
解
促
進

・
ス
マ
ー
ト
フ
ァ
ー

マ
ー
育
成
セ
ミ
ナ
ー

の
開
催

②
体
制
づ
く
り

・
指
導
者
の
育
成

・
ス
マ
ー
ト
農
業
先
端
技
術
の
開
発

③
実
装
に
向
け
た
取
組
展
開

・
モ
デ
ル
産
地
に
お
け
る
導
入
効

果
確
認
と
機
運
の
醸
成

・
費
用
対
効
果
の
検
証

・
ス
マ
ー
ト
農
業
の
導
入
促
進

等

実
装
に
向
け
た
農

業
者
の
意
欲
醸
成

実
装
に
向
け
た
指
導

者
の
的
確
な
助
言

牛
群
管
理
シ
ス
テ
ム
等

の
導
入
に
向
け
た
実
証

費
用
対
効
果
検
証
の
た
め
の

ド
ロ
ー
ン
活
用
実
証

県
内
各
地
に
お
け
る

実
証
活
動
の
支
援

モ
デ
ル
産
地
で
の
効

果
検
証
，
機
運
醸
成

ス
マ
ー
ト
農
業
モ
デ
ル

産
地
で
の
実
証

注
）
「
稼
ぐ
力
」
を
向
上
す
る
ス
マ
ー
ト
農
業
導
入
促
進
事
業
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